













































































































































































































































4 4 4 4
こと
が避けがたいこと22，（ii）につき，債権者が蒙った詐欺を知りうるため
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ための訴え
















4 4 4 4 4 4
に対して同法諺を適用するには，
法律上の明文が必要であることを意味するものであり，法律上の障害
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実な状態におく
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場合，保護者による訴え提起が可能であ
るのだから，未成年や禁治産であること自体は，権利行使に関する事実上の障
























































4 4 4 4
のための（a）交通の断絶（b）裁判事務の停
止と，陸海軍の兵士























4 4 4 4
期間の不確実状態に至らしめる


























































材料を注文者が提供する「労務賃貸借契約（contrat du louage d’ouvrage
ou l’industrie）」と，主たる材料を請負人が提供する「条件つきの売買契約」
がある（ボ草981条，取275条）。ボワソナード草案・旧民法は，（i）労務賃貸
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こと，その性質や原因，当事者の状態な
どから長期にわたる信用がない
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